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23年度 24年度 25年度 724,120 724,120 25年度 26年度 27年度 761,451 761,451

701 総
学校建設公社
に係る事務

学校建設公社運営
事務

公社職
員

定
型
定
例

学校建設公
社の資産管
理

資産の管理 資産の管理
資産の管
理

清算まで適正に資産
を管理した。 Ａ 完 終了

701
学校建設公社
に係る事務

公社理事会の
開催

公社理事会の
開催回数

３回 ５回

701
学校建設公社
に係る事務

法人登記と主
務官庁（県教
委）への報告

神奈川県教育
委員会報告回
数（年間）

２回 １回

701
学校建設公社
に係る事務

学校建設公社
の庶務事務

経営状況の議
会への報告

６月 ６月

702 総
学校建設公社
の組織整理に
係る事務

公社組織整理手続
を完了する

公社職
員

政
策
事務の進捗
状況

組織の整理 組織の整理
組織の整
理

組織を解散し、清算
を結了した。 Ａ 完 終了

702
学校建設公社
の組織整理に
係る事務

公益法人制度
改正による組
織の整理事務

組織の整理
平成２５
年３月

平成２５
年３月

702
学校建設公社
の組織整理に
係る事務

組織整理の議
会報告

組織整理の議
会報告

平成２４
年８月

平成２４
年１１月

1 総
教育委員会の
運営業務

教育行政の推進
教育委員会会議の
開催

教育委
員・教
育委員
会職員

定
例
定
型

教育委員会
の開催回数

１３回 １３回 １３回 6,702 １９回

教育委員会としての
意思決定を行い、円
滑に教育行政が推進
できている。

Ａ 教育委員会の運
営業務

教育行政の
推進
教育委員会
会議の開催

教育委
員・教
育委員
会職員

定
例
定
型

教育委員会
の開催回数

１２回 １２回 １２回 6,851

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

1
教育委員会の
運営業務

教育委員会会
議の開催及び
庶務

定例会・臨時
会等の開催回
数

１３回 １９回 6,192
教育委員会の運
営業務

教育委員会会
議の開催及び
庶務

定例会・臨
時会等の開
催回数

１２回 6,192

業
務
計
画

維
持

1
教育委員会の
運営業務

教育委員の研
修及び会議等
への参加及び
職員の随行

研修会等への
参加回数

３回 ２回 68
教育委員会の運
営業務

教育委員の研
修及び会議等
への参加及び
職員の随行

研修会等へ
の参加回数

３回 131

業
務
計
画

維
持

1
教育委員会の
運営業務

定例会会議録
作成委託契約
締結

定例会会議録
作成委託契約
締結

１回 １回
（定例会・臨
時会等会議録
作成に統合）

1
教育委員会の
運営業務

定例会・臨時
会等会議録作
成

会議録の作成
件数

１３回 １４回 441
教育委員会の運
営業務

定例会・臨時
会等会議録作
成

会議録の作
成件数

１２回 518

業
務
計
画

維
持

1
教育委員会の
運営業務

教育委員によ
る学校訪問、
関係各課等と
の意見交換の
調整

実施回数 ４０回 ４１回 1
教育委員会の運
営業務

教育委員によ
る学校訪問、
関係各課等と
の意見交換の
調整

実施回数 ４０回 10

業
務
計
画

維
持

2 総
教育委員会表
彰等の事務

教育委員会所管の
学校及び団体並び
に個人の業績を表
彰する.

表彰対
象者
（市
民・各
種団
体・教
職員）

定
例
定
型

表彰式の開
催回数

１回 １回 １回 389 １回

教育の振興や発展に
貢献した人、文化や
スポーツで優れた成
績を収めた人を表彰
した。

Ａ 教育委員会表彰
の事務

教育委員会
所管の学校
及び団体並
びに個人の
業績を表彰
する.

表彰対
象者
（市
民・各
種団
体・教
職員）

定
例
定
型

表彰式の開
催回数

１回 １回 １回 450 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

2
教育委員会表
彰等の事務

候補者の推
薦、教育委員
会の選考・決
定

候補者の選
考・決定時期

１１月 １１月
教育委員会表彰
の事務

候補者の推
薦、教育委員
会の選考・決
定

候補者の選
考・決定時
期

１１月

予
算
な
し

2
教育委員会表
彰等の事務

市教育委員会
表彰式

教育功労者に
対する表彰回
数（年間）

年１回 年１回 389
教育委員会表彰
の事務

市教育委員会
表彰式

教育功労者
に対する表
彰回数（年
間）

年１回 450
維
持

2
教育委員会表
彰等の事務

叙位・叙勲候
補者の選考会
議及び庶務

内申及び推薦
回数（年間）

年２回 年２回
教育委員会表彰
の事務

叙位・叙勲候
補者の選考会
議及び庶務

内申及び推
薦回数（年
間）

年２回

予
算
な
し

3 総
労働安全衛生
事務に係わる
事務

安全で衛生的な職
場環境維持

教育委
員会職
員・学
校職員

定
例
定
型

研修会講習
会の回数

1回 1回 １回 0 １回
安全で衛生的な職場
環境を維持してい
る。

Ａ 労働安全衛生に
係わる事務

安全で衛生
的な職場環
境維持

教育委
員会職
員・学
校職員

定
例
定
型

研修会講習
会の回数

1回 1回 １回 20 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

3
労働安全衛生
事務に係わる
事務

職員研修の実
施

研修の実施回
数・人数（年
間）

１２３人
１回

８９人
１回

0
労働安全衛生に
係わる事務

職員研修の実
施

研修の実施
回数・人数
（年間）

２回
２００人

20
維
持

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

教育総務課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 円滑に教育行政を進める

教育総務課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分
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活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

教育総務課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 円滑に教育行政を進める

教育総務課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

3
労働安全衛生
事務に係わる
事務

安全衛生委員
会の開催

会議等の開催
回数
（年間）

４回 ４回
労働安全衛生に
係わる事務

安全衛生委員
会の開催

会議等の開
催回数
（年間）

５回

予
算
な
し

3
労働安全衛生
事務に係わる
事務

学校・給食施
設の安全点検

施設の安全点
検の実施個所
数

８施設 １０施設
労働安全衛生に
係わる事務

学校・給食施
設の安全点検
（うち産業医
の巡視）

施設の安全
点検の実施
個所数

１２施設
（４施
設）

予
算
な
し

4 総
小学校臨時職
員の雇用に関
すること

職員数の抑制と事
務の軽減

臨時職
員・非
常勤職
員

定
例
定
型

嘱託員等の
適正な人員
配置

１４５人 １４７人 １４７人 107,659 １４１人
職員数を抑制しつ
つ、必要な職員数が
確保できている。

Ａ
小学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

人件費を抑
制しなが
ら、充実し
た教育行政
を行う

在校生
政
策

嘱託員・嘱
託職員・臨
時職員数

１２６人 １２６人 １２６人 113,936

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

4
小学校臨時職
員の雇用に関
すること

学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １９人 １９人 11,400
小学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １９人 11,400

業
務
計
画

維
持

4
小学校臨時職
員の雇用に関
すること

非常勤嘱託職
員（給食）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ８８人 ８７人 82,575
小学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

非常勤嘱託職
員（給食）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ８７人 88,523

業
務
計
画

維
持

4
小学校臨時職
員の雇用に関
すること

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ３８人 ３８人 13,637
小学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ３８人
（１９人工）

13,930

業
務
計
画

維
持

4
小学校臨時職
員の雇用に関
すること

学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １９人 １８人 47
小学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人
数

１９人 83

業
務
計
画

維
持

4
小学校臨時職
員の雇用に関
すること

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 １４５人 １４４人
小学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 １４４人

業
務
計
画

予
算
な
し

4
小学校臨時職
員の雇用に関
すること

非常勤嘱託職
員出退勤管理
及び年休付与

嘱託職員の人
数

８８人 ８７人
小学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

非常勤嘱託職
員出退勤管理
及び年休付与

嘱託職員の
人数

８７人

業
務
計
画

予
算
な
し

4
小学校臨時職
員の雇用に関
すること

労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

１４５人 １４４人
小学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

労災・雇用保
険手続き

けが・事故
等の対応人
数

１４４人

業
務
計
画

予
算
な
し

5 総
中学校臨時職
員の雇用に関
すること

職員数の抑制と事
務の軽減

臨時職
員・非
常勤職
員

定
例
定
型

嘱託員等の
適正な人員
配置

７８人 ７８人 ７８人 17,190 ３９人
職員数を抑制しつ
つ、必要な職員数が
確保できている。

Ａ
中学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

人件費を抑
制しなが
ら、充実し
た教育行政
を行う

在校生
政
策
嘱託員・臨
時職員数

２６人 ２６人 ２６人 17,390

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

新
た
に
位
置
付
け
る

なし
維
持

5
中学校臨時職
員の雇用に関
すること

学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １３人 １３人 7,784
中学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

学校図書館嘱
託員の雇用及
び給与支給

採用人数 １３人 7,800

業
務
計
画

維
持

5
中学校臨時職
員の雇用に関
すること

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ２６人 ２６人 9,372
中学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

臨時職員（日
直代行員）の
雇用及び給与
支給

採用人数 ２６人
（１３人工）

9,531

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付

け
る

⑥市役所の変革 ２６年度中
検討結果の
とりまとめ
時期

27
日直代行員の
あり方を見直
す。

なし
維
持

5
中学校臨時職
員の雇用に関
すること

学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人数 １３人 １３人 34
中学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

学校図書館嘱
託員の視察研
修

研修参加人
数

１３人 59

業
務
計
画

維
持

5
中学校臨時職
員の雇用に関
すること

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 ３９人 ３９人
中学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

臨時職員の採
用及び庶務
（配置、任
免、給与支
給）

採用人数 ３９人

業
務
計
画

予
算
な
し

5
中学校臨時職
員の雇用に関
すること

労災・雇用保
険手続き

けが・事故等
の対応人数

３９人 ３９人
中学校臨時職員
等の雇用に関す
る事務

労災・雇用保
険手続き

けが・事故
等の対応人
数

３９人

業
務
計
画

予
算
な
し

6 総
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

総務事務を行うこ
と。

教育委
員会

定
例
定
型

教育委員会
事務局の業
務日数

２４４日 ２４５日 ２４４日
教育長の秘書
事務及び交際
費の執行等

1,139 ２４５日
教育委員会事務局と
小中学校が円滑に運
営できている。

Ａ
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

総務事務を
行うこと。

教育委
員会

政
策
課・学校数

９課
３２校

９課
３２校

９課
３２校

1,797 未 高 高 高
現状維
持

あ
り

なし
維
持

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育長の秘書
事務及び交際
費の執行等

適正な予算・
事務管理日数

２４５日 ２４５日 50
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育長の秘書
事務及び交際
費の執行等

適正な予
算・事務管
理日数

２４４日 70
あ
り

⑥市役所の変革
183千円の
うち30千円

削減合計額 25

交際費・消耗
品費の減額、
来庁者賄の廃
止

減
ら
す

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育要覧の編
さん

各課・各学校
への要覧の作
成資料の提供
依頼月

６月 ６月
（教育要覧の
作成に統合）

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育行政資料
の収集

資料収集及び
整理対象数

５課３２
校

５課３２
校

（教育要覧の
作成に統合）



業務棚卸評価シート 3/8

23年度 24年度 25年度 724,120 724,120 25年度 26年度 27年度 761,451 761,451

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

教育総務課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 円滑に教育行政を進める

教育総務課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育要覧の作
成

教育要覧の作
成部数

２００部 １５０部
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育要覧の作
成

教育要覧の
作成部数

２００部

位
置
付
け
な
い

が
取
り
組
み
を

進
め
る

⑥市役所の変革 ２５年度中
検討結果の
とりまとめ
時期

26 学校教育要覧
の見直し

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育総務課・
学校職員必要
経費の支出

予算の執行日
数

２４５日 ２４５日 963
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育総務課・
学校職員必要
経費の支出

予算の執行
日数

２４４日 1,569
あ
り

⑥市役所の変革
183千円の
うち153千

円
削減合計額 25

交際費・消耗
品費の減額、
来庁者賄の廃
止

減
ら
す

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

ファイリング
研修

研修会の実施
回数（年間）

年１回 年１回 77
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

ファイリング
研修

研修会の実
施回数（年
間）

年１回 105
維
持

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

県都市教育長
協議会の会議
への参加及び
庶務

会議等への参
加回数
（年間）

年４回 年４回 44
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

県都市教育長
協議会の会議
への参加及び
庶務

会議等への
参加回数
（年間）

年４回 48
維
持

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

神奈川県都市
教育長協議会
に関する事務
局事務(会長
市）

総会・臨時会
の開催回数

２回 ２回

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

神奈川県都市
教育長協議会
の会長職に係
る会議に関す
る他市との連
絡調整事務
(会長市）

国・県関係機
関との調整

国・県下
１９市

国・県下
１９市

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

神奈川県都市
教育長協議会
の会長職に係
る会議への参
加(会長職）

国・県関係機
関の会議への
参加

国・関東
地区・県
１７回

国・関東
地区・県
１７回

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

湘南三浦管内
教育長会議へ
の参加及び庶
務

会議等への参
加回数
（年間）

年４回 年４回
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

湘南三浦管内
教育長会議へ
の参加及び庶
務

会議等への
参加回数
（年間）

年４回

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

県下15市教
育委員会総務
課長会議への
参加及び資料
作成

会議等への参
加回数
（年間）

年３回 年３回
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

県下15市教
育委員会総務
課長会議への
参加及び資料
作成

会議等への
参加回数
（年間）

年３回

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

神奈川県市町
村教育長会連
合会の会議へ
の参加及び庶
務（副会長）

会議等への参
加回数
（年間）

年３回 年３回 5
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

神奈川県市町
村教育長会連
合会の会議へ
の参加及び庶
務

会議等への
参加回数
（年間）

年３回 5
維
持

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育委員会内
の規則、規程
及び要綱の制
定並びに改廃

審査及び公告
件数

１件 ２件
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育委員会内
の規則、規程
及び要綱の制
定並びに改廃

審査及び公
告件数

随時

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

各種調査、地
方教育費調査
等の総括及び
作成

地方教育費調
査票の作成の
時期

５月・８
月

５月・８
月

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

各種調査、地
方教育費調査
等の総括及び
作成

地方教育費
調査票の作
成の時期

５月・８
月

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育相談の受
付及び各課調
整

教育行政相談
回数

２４５日 ２４５日
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育相談の受
付及び各課調
整

教育行政相
談回数

随時

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

職員団体との
交渉

団体交渉数 ２４５日 ２４５日
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

職員団体との
交渉

団体交渉数 随時

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

労務に関する
協議及び相談

各課等協議及
び相談日数

２４５日 ２４５日
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

労務に関する
協議及び相談

各課等協議
及び相談日
数

随時

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

公印の新調、
改刻及び廃止
の手続き並び
に公印の登録

公印印影使用
申請日数

２４５日 ２４５日
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

公印の新調、
改刻及び廃止
の手続き並び
に公印の登録

公印印影使
用申請日数

随時

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

公印の使用審
査及び押印

審査日数 ２４５日 ２４５日
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

公印の使用審
査及び押印

審査日数 ２４４日

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

各課・学校文
書の年度収受
及び保存管理

対象とする
課・学校

８課
３２校

８課
３２校

教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

各課・学校文
書の年度収受
及び保存管理

対象とする
課・学校

８課
３２校

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育財産の取
得、処分の申
出

教育財産の取
得、処分の申
出回数

随時 ０回
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育財産の取
得、処分の申
出

教育財産の
取得、処分
の申出回数

随時

予
算
な
し

6
教育委員会及
び小中学校に
係る総務事務

教育施設及び
設備の災害時
の対処

教育設備整備 発生回数 ０回
教育委員会及び
小中学校に係る
総務事務

教育施設及び
設備の災害時
の対処

教育設備整
備

発生回数

予
算
な
し

7 総

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

市長部局とは別に
人事管理の事務を
行うこと

教育委
員会職
員

定
例
定
型

教育委員会
事務局の業
務日数

２４４日 ２４５日 ２４４日 14,810 ２４５日
適切な人事管理事務
を行っている。 Ａ

教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

市長部局と
は別に人事
管理の事務
を行うこと

教育委
員会職
員

政
策

教育施設業
務員に占め
る正規職員
の割合

46/64 42/64 42/64 23,434

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 724,120 724,120 25年度 26年度 27年度 761,451 761,451

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

教育総務課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 円滑に教育行政を進める

教育総務課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

職員の採用及
び発令（昇級
昇格を含む）

教育委員会・
学校職員数

２２５人 ２２５人
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

職員の採用及
び発令（昇級
昇格を含む）

教育委員
会・学校職
員数
（定数）

２２５人

業
務
計
画

予
算
な
し

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

特別休暇、療
養休暇、育児
休業及び職務
専念義務の免
除等の承認

教育委員会・
学校職員数

２２５人 ２２５人
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

特別休暇、療
養休暇、育児
休業及び職務
専念義務の免
除等の承認

教育委員
会・学校職
員数
（定数）

２２５人

業
務
計
画

予
算
な
し

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

懲戒、分限処
分

対象者数 適時 ０回
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

懲戒、分限処
分

対象者数 適時

業
務
計
画

予
算
な
し

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

公務、通勤災
害の手続き

公務災害手続
人数

２２５人 ２２５人
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

公務、通勤災
害の手続き

公務災害手
続対象人数

２２５人

業
務
計
画

予
算
な
し

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

被服貸与の取
りまとめ

学校職員の被
服貸与人数

６０人 ４８人
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

被服貸与の取
りまとめ

学校職員の
被服貸与人
数

６０人

業
務
計
画

予
算
な
し

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

教育施設業務
員研修

研修会の実施
回数（年間）

年２回 年２回 0
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

教育施設業務
員研修

研修会の実
施回数（年
間）

年２回 10

業
務
計
画

維
持

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

学校図書館嘱
託員研修

研修会の実施
回数（年間）

年３回 年３回 0
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

学校図書館嘱
託員研修

研修会の実
施回数（年
間）

年３回 20

業
務
計
画

維
持

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４５日 ２４５日 0
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の
審査日数

２４４日 1,440

業
務
計
画

維
持

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

小学校職員の
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４５日 ２４５日 0 №１０に統合

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

中学校職員の
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の審
査日数

２４５日 ２４５日 0 №１９に統合

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

職員の適正配
置

職員の適正配
置人数

２２５人 ２２５人
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

職員の適正配
置

職員の適正
配置人数

２２５人

業
務
計
画

予
算
な
し

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

臨時職員の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４５日 ２４５日
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

臨時職員の採
用、配置、任
免、給与支給

雇用日数
（年間）

２４４日

業
務
計
画

予
算
な
し

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

労務管理、労
災の対応

けが・事故等
の対応人数

８人 １６人 1,814
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

労務管理、労
災の対応

けが・事故
等の対応人
数

２０人 2,356

業
務
計
画

維
持

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

非常勤職員
（事務局職
員）の採用、
配置、任免、
給与支給

雇用日数
（年間）

２４５日 ２４５日 2,595
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

非常勤職員
（事務局職
員）の採用、
配置、任免、
給与支給

雇用日数
（年間）

２４４日 1,769

業
務
計
画

維
持

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

非常勤嘱託職
員（教育施設
業務員）給与
支給

採用人数 ６人 １２人 9,150
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

非常勤嘱託職
員（教育施設
業務員）給与
支給

採用人数 １８人
（９人工）

15,525

業
務
計
画

維
持

7

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

臨時職員（市
費職員の欠員
補充）の雇用
及び給与支給

採用人数 ２人 ４人 1,251
教育委員会及び
小中学校に係る
人事管理事務

臨時職員（市
費職員の欠員
補充）の雇用
及び給与支給

採用人数 ２人
（１人工）

2,314

業
務
計
画

維
持

8 総
危機管理体制
の整備

学校内外で児童・
生徒が安全で安心
して学校生活が送
れるよう委員会内
の安全施策の取り
まとめを行う。

教育委
員会

定
例
定
型

危機管理の
ための会議
の開催

３回 ２回 ２回 ２回
ハンドブックの第１
版を作成することが
できた

Ａ 危機管理体制の
構築

災害・事
件・事故・
不祥事など
の際に、職
員が適切な
行動をとる
ことができ
るようにす
る。

教育委
員会

定
例
定
型

危機管理の
ための会議
の開催

２回 ２回 ２回

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

8
危機管理体制
の整備

各課の安全対
策について調
査研究し、整
備をすすめ
る。

ハンドブック
の作成

3月 ３月
危機管理体制の
構築

危機管理ハン
ドブックの見
直し

関係課での
協議回数

年３回

業
務
計
画

予
算
な
し

9 総
学校備品等の
廃棄

不用品、文書の適
正な処理

教育委
員会職
員・学
校職員

定
例
定
型

処理量
２０，００
０ｋｇ

２０，１０
０ｋｇ

２０，００
０ｋｇ

3,369
２３７，
７７３ｋ
ｇ

適切に廃棄処理を行
い成果が出ている。 Ａ 学校備品等の廃

棄

法令にした
がって適切
に処理する
ことによ
り、学校内
に不要備品
類があふれ
ず、諸室が
有効利用さ
れる。

教職員

定
例
定
型

処理量
２０，００
０ｋｇ

２０，００
０ｋｇ

２０，００
０ｋｇ

3,600 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 724,120 724,120 25年度 26年度 27年度 761,451 761,451

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

教育総務課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 円滑に教育行政を進める

教育総務課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

9
学校備品等の
廃棄

小・中学校備
品の廃棄

廃棄回数 年３回 3,101
学校備品等の廃
棄

小・中学校の
備品等廃棄

廃棄回数 年３回 3,500
維
持

9
学校備品等の
廃棄

学校備品等の廃
棄

処理困難物の
廃棄
（数年に１回実
施）

9
学校備品等の
廃棄

薬品の廃棄 廃棄回数
年１回
（３年毎
に実施）

170
学校備品等の廃
棄

薬品の廃棄
（３年ごとに実
施。次回は平成２
７年度）

9
学校備品等の
廃棄

学校文書の廃
棄

廃棄回数 年１回 98
学校備品等の廃
棄

学校文書の廃
棄

廃棄回数 年１回 100
維
持

703 総
小中学校共通
消耗品等の管
理

共通消耗品等に要
する予算を効率的
に執行すること

小中学
校

定
例
定
型

支給点数
(カラー複
写機にあっ
ては使用枚
数）

６２０
（うち、
４００）

２５０
（うち、
３０）

220 11

２１８
（う
ち、３
０）

削減目標の範囲にコ
ピー機の使用を抑制
できた。

Ａ

703
小中学校共通
消耗品等の管
理

支給点数 ２２０点 １８８点 №１０に統合

703
小中学校共通
消耗品等の管
理

学校用電子複
写機の管理

使用枚数 ３０枚 ３０枚 11 №１０に統合

704 総

教育事務用
パーソナルコ
ンピュータ配
備事業

小学校教員のＩＴ
環境を整え、事務
の効率化、省力化
を進める

小学校
教員

定
例
定
型

配備学校数 １９校 １９校 １９校 15,082 １９校
小学校全校にパソコ
ンを配備できた。 Ａ

704

教育事務用
パーソナルコ
ンピュータ配
備事業

教育委員会内
部調整

調整会議 ３回 ２回 15,082 №１０に統合

10 総
小学校の運
営・維持のた
めの事務

市立小学校の運営
維持

小学校
政
策
小学校の数

１８校（汐
見台小は別
に位置付
け）

１９校 １９校 263,095 １９校
小学校が円滑に運営
できている。 Ａ

小学校の運営・
維持のための事
務

学校教育法
にしたがっ
て、初等普
通教育を実
施する。

通学す
る児童

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 300,878

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

新
た
に
位
置
付

け
る

なし
維
持

10
小学校の運
営・維持のた
めの事務

小学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

186,809
小学校の運営・
維持のための事
務

小学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
小学校　
１９校

198,266

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付
け
る

⑥市役所の変革 ２６年度
ＰＰＳ導入
時期 26 ＰＰＳを導入

する。
維
持

10
小学校の運
営・維持のた
めの事務

小学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

75,791
小学校の運営・
維持のための事
務

小学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
小学校　
１９校

76,156

業
務
計
画

維
持

10

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

小学校の運営・
維持のための事
務

小学校職員の
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の
審査日数

２４４日 100

業
務
計
画

維
持

10
小学校の運
営・維持のた
めの事務

学校文書の
ファイリング
システム維持
（小学校）

対象校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

495
小学校の運営・
維持のための事
務

学校文書の
ファイリング
システム維持
（小学校）

対象校
小学校　
１９校

500

業
務
計
画

維
持

10
小中学校共通
消耗品等の管
理

小学校の運営・
維持のための事
務

消耗品等の支
給

支給点数 220点

業
務
計
画

予
算
な
し

10

教育事務用
パーソナルコ
ンピュータ配
備事業

小学校の運営・
維持のための事
務

教育事務用
パーソナルコ
ンピュータの
賃借

対象校
小学校　
１９校

25,856

業
務
計
画

維
持

11 総
小学校の備品
等の整備

学校図書館図書や
傷みのひどい備品
等を更新し、教育
環境を整える

小学校

定
例
定
型

整備学校数 １８校 １９校 １９校 32,581 １９校
痛みのひどい備品等
の更新が進んでい
る。

Ａ 小学校の備品等
の整備

学校図書館
図書や傷み
が進む備品
等を更新
し、教育環
境を整え
る。

通学す
る児童

定
例
定
型

整備学校数 １９校 １９校 １９校 25,889

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

11
小学校の備品
等の整備

小学校の教科
用及び管理用
備品等の整備
（非配当）

対象校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

13,039
小学校の備品等
の整備

小学校の教科
用及び管理用
備品等の整備
（非配当）

対象校
小学校　
１９校

5,897

業
務
計
画

維
持

11
小学校の備品
等の整備

小学校の教科
用及び管理用
備品の整備
（再配当）

対象校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

3,971
小学校の備品等
の整備

小学校の教科
用及び管理用
備品の整備
（再配当）

対象校
小学校　
１９校

4,362

業
務
計
画

維
持

11
小学校の備品
等の整備

小学校の図書
室用図書の整
備

対象校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

14,449
小学校の備品等
の整備

小学校の図書
室用図書の整
備

対象校
小学校　
１９校

14,350

業
務
計
画

維
持

11
小学校の備品
等の整備

理科教育設備
の整備

対象校
小学校　
１０校

小学校　
１０校

1,122
小学校の備品等
の整備

理科教育設備
の整備

対象校
小学校　
１０校

1,280

業
務
計
画

維
持
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23年度 24年度 25年度 724,120 724,120 25年度 26年度 27年度 761,451 761,451

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

教育総務課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 円滑に教育行政を進める

教育総務課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

12 総
小学校の大型
備品等の整備

小学校の大型備
品等の整備

特別教室の
改修や傷み
が進んでい
る大型備品
等を更新
し、教育環
境を整え
る。

通学す
る児童

政
策
整備学校数 １９校 １９校 １９校 3,907

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

12
小学校の大型
備品等の整備

小学校の大型備
品等の整備

児童用机・い
すの更新

対象校
小学校　
１９校

3,907

業
務
計
画

維
持

13 総

小学校の体育
器具、遊具等
の点検、修理
業務

体育器具、遊具等
が安全に使用でき
るようにすること

小学校

定
例
定
型

小学校の数 １８校 １９校 １９校 10,668 １９校
必要な点検・修理を
行い安全に使用でき
ている。

Ａ
小学校の体育器
具、遊具の点
検、修理業務

体育器具、
遊具等が安
全に使用で
きるように
すること。

通学す
る児童

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 9,775 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

13

小学校の体育
器具、遊具等
の点検、修理
業務

　
体育器具、遊
具等の点検、
修繕等

対象校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

10,668
小学校の体育器
具、遊具の点
検、修理業務

体育器具、遊
具等の点検、
修繕等

対象校
小学校　
１９校

9,775
維
持

14 総
小学校の義務
教育教材の整
備

有益で適切な教材
を使用し、授業の
効果を高めること

小学校

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 21,987 １９校
必要な教材を調達
し、授業の効果を高
めている。

Ａ 小学校の義務教
育教材の整備

有益で適切
な教材を使
用し、授業
の効果を高
める。

通学す
る児童

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 22,000

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

14
小学校の義務
教育教材の整
備

　
小学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

21,987
小学校の義務教
育教材の整備

小学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
小学校　
１９校

22,000

業
務
計
画

維
持

15 総
小学校の特別
支援学級の運
営

特別に支援を要す
る児童であっても
その他の児童とか
かわりを持ちなが
ら学校生活を送る
ことができるよう
にする

小学校

定
例
定
型

通学児童数 ８４人 ８４人 ８４人 5,568 ９９人

特別な支援を要する
児童であっても、円
滑な学校生活が送れ
ている。

Ａ 小学校の特別支
援学級の運営

特別に支援
を要する児
童であって
も、それ他
の児童とか
かわりを持
ちながら学
校生活を送
ることがで
きるように
する。

通学す
る児童

定
例
定
型

通学児童数 １０６人 １１１人 １２３人 6,062 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

15
小学校の特別
支援学級の運
営

　
小学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校
小学校　
６校

小学校　
８校

5,568
小学校の特別支
援学級の運営

小学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校 ７校 6,062
維
持

16 総

小学校の総合
的な学習の時
間に関するこ
と

・地域や学校、子
どもたちの実態に
応じて学校が特色
ある教育活動を行
うこと
・国際理解、情
報、環境など以前
からの教科をまた
ぐ課題に関する学
習を行うこと

小学校

定
例
定
型

学校数 １９校 １９校 １９校 5,358 １９校
各学校とも特色ある
教育活動を行ってい
る。

Ａ
小学校の総合的
な学習の時間に
関する事業

・地域や学
校、子ども
たちの実態
に応じて学
校が特色あ
る教育活動
を行うこと
・国際理
解、情報、
環境など以
前からの教
科をまたぐ
課題に関す
る学習を行
うこと

通学す
る児童

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 5,422 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

16

小学校の総合
的な学習の時
間に関するこ
と

　
総合的な学習
予算の執行

整備校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

5,358
小学校の総合的
な学習の時間に
関する事業

総合的な学習
予算の執行

実施校
小学校　
１９校

5,422
維
持

17 総
小学校の創意
工夫教育支援
事業

地域の特性や環境
に応じて教育活動
に取り組むこと

小学校

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 3,291 １９校

各学校とも地域の特
色や環境に応じた教
育活動に取り組んで
いる。

Ａ 小学校の創意工
夫教育支援事業

地域の特性
や環境に応
じて教育活
動に取り組
むこと

通学す
る児童

定
例
定
型

小学校の数 １９校 １９校 １９校 3,548 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

17
小学校の創意
工夫教育支援
事業

創意工夫予算
の執行

実施校
小学校　
１９校

小学校　
１９校

3,291
小学校の創意工
夫教育支援事業

創意工夫予算
の執行

実施校
小学校　
１９校

3,548
維
持

18 総
教育委員会予
算決算事務

教育委員会内予
算・決算の総合調
整

教育委
員会職
員・学
校職員

定
例
定
型

調査等回数 ２回 ２回 ２回 ２回

必要な時期に必要な
調整を行い、円滑な
事務を遂行できてい
る。

Ａ 教育委員会予算
決算事務

教育委員会
内各課が連
携して教育
環境の充実
に努めるこ
と

教育委
員会職
員・学
校職員

定
例
定
型

予算・決算
等経理に関
する資料の
作成回数

２回 ２回 ２回 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし

予
算
な
し

18
教育委員会予
算決算事務

予算・決算等
経理に関する
資料の作成

資料作成回数 年２回 年２回
教育委員会予算
決算事務

予算・決算等
経理に関する
資料の作成

資料作成回
数

年２回

予
算
な
し

18
教育委員会予
算決算事務

地方教育費調
査

調査票の作成 年１回 年１回
教育委員会予算
決算事務

地方教育費調
査

調査票の作
成

年１回

予
算
な
し

19 総
中学校の運
営・維持のた
めの事務

市立中学校の運営
維持

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 152,209 １３校
中学校が円滑に運営
できている。 Ａ

中学校の運営・
維持のための事
務

学校教育法
にしたがっ
て、小学校
における教
育の基礎の
上に、心身
の発達に応
じて、義務
教育として
行われる普
通教育を実
施するこ
と。

通学す
る生徒

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 157,596

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

新
た
に
位
置
付
け
る

なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 724,120 724,120 25年度 26年度 27年度 761,451 761,451

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

教育総務課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 円滑に教育行政を進める

教育総務課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

19
中学校の運
営・維持のた
めの事務

中学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

97,209
中学校の運営・
維持のための事
務

中学校の管理
運営上の非配
当予算の執行

対象校
中学校　
１３校

102,321

業
務
計
画

新
た
に
位
置
付

け
る

⑥市役所の変革 ２６年度
ＰＰＳ導入
時期 26 ＰＰＳを導入

する。
維
持

19
中学校の運
営・維持のた
めの事務

中学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

54,662
中学校の運営・
維持のための事
務

中学校の管理
運営上の再配
当予算の執行

対象校
中学校　
１３校

54,925

業
務
計
画

維
持

19

教育委員会及
び小中学校に
係る人事管理
事務

中学校の運営・
維持のための事
務

中学校職員の
出張命令の審
査及び旅費計
算

出張命令の
審査日数

２４４日 10

業
務
計
画

維
持

19
中学校の運
営・維持のた
めの事務

学校文書の
ファイリング
システム維持
（中学校）

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

338
中学校の運営・
維持のための事
務

学校文書の
ファイリング
システム維持
（中学校）

対象校
中学校　
１３校

340

業
務
計
画

維
持

20 総
中学校の備品
等の整備

学校図書館図書や
傷みのひどい備品
等を更新し、教育
環境を整える

中学校

定
例
定
型

整備学校数 １３校 １３校 １３校 23,025 １３校
痛みのひどい備品等
の更新が進んでい
る。

Ａ 中学校の備品等
の整備

学校図書館
図書や傷み
が進む備品
等を更新
し、教育環
境を整え
る。

通学す
る生徒

定
例
定
型

整備学校数 １３校 １３校 １３校 18,243

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

20
中学校の備品
等の整備

中学校の教科
用及び管理用
備品等の整備
（非配当）

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

7,570
中学校の備品等
の整備

中学校の教科
用及び管理用
備品等の整備
（非配当）

対象校
中学校
１３校

2,051

業
務
計
画

維
持

20
中学校の備品
等の整備

中学校の教科
用及び管理用
備品の整備
（再配当）

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

6,959
中学校の備品等
の整備

中学校の教科
用及び管理用
備品の整備
（再配当）

対象校
中学校
１３校

7,150

業
務
計
画

維
持

20
中学校の備品
等の整備

中学校の図書
室用図書の整
備

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

7,714
中学校の備品等
の整備

中学校の図書
室用図書の整
備

対象校
中学校
１３校

7,740

業
務
計
画

維
持

20
中学校の備品
等の整備

理科教育設備
の整備

対象校
中学校　
６校

中学校　
６校

782
中学校の備品等
の整備

理科教育設備
の整備

対象校
中学校
７校

1,302

業
務
計
画

維
持

21 総
中学校の大型
備品等の整備

中学校の大型備
品等の整備

特別教室の
改修や傷み
が進んでい
る大型備品
等を更新
し、教育環
境を整え
る。

通学す
る生徒

政
策
整備学校数 １３校 １３校 １３校 2,720

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

21
中学校の大型
備品等の整備

中学校の大型備
品等の整備

生徒用机・い
すの更新

対象校
中学校　
１３校

2,720

業
務
計
画

維
持

22 総
中学校の体育
器具等の点
検、修理業務

体育器具等が安全
に使用できるよう
にすること

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 7,358 １３校
必要な点検修理を行
い、安全に使用でき
ている。

Ａ
中学校の体育器
具の点検、修理
業務

体育器具が
安全に使用
できるよう
すること

通学す
る生徒

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 7,716 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

22
中学校の体育
器具等の点
検、修理業務

　
体育器具等の
点検、修繕

対象校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

7,358
中学校の体育器
具の点検、修理
業務

体育器具等の
点検、修繕等

対象校
中学校
１３校

7,716
維
持

23 総
中学校の義務
教育教材整備

有益で適切な教材
を使用し、授業の
効果を高めること

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 21,047 １３校
必要な教材を調達
し、授業の効果を高
めている。

Ａ 中学校の義務教
育教材の整備

有益で適切
な教材を使
用し、授業
の効果を高
める。

通学す
る生徒

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 21,050

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

23
中学校の義務
教育教材整備

　
中学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

21,047
中学校の義務教
育教材の整備

中学校の義務
教育教材備品
等の整備

整備校
中学校
１３校

21,050

業
務
計
画

維
持

24 総
中学校の特別
支援学級の運
営

特別に支援を要す
る生徒であっても
その他の生徒とか
かわりを持ちなが
ら学校生活を送る
ことができるよう
にする

中学校

定
例
定
型

通学生徒数 ５０人 ５０人 ５０人 2,815 ６４人

特別な支援を要する
生徒であっても、円
滑な学校生活が送れ
ている。

Ａ 中学校の特別支
援学級の運営

特別に支援
を要する生
徒であって
も、それ以
外の生徒と
かかわりを
持ちながら
豊かな学校
生活を送る
ことができ
るようにす
る。

通学す
る生徒

定
例
定
型

通学生徒数 ６８人 ７３人 ７４人 2,791 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

24
中学校の特別
支援学級の運
営

　
中学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校
中学校　
５校

中学校　
５校

2,815
中学校の特別支
援学級の運営

中学校の特別
支援学級用品
の購入等

対象校
中学校　
５校

2,791
維
持
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23年度 24年度 25年度 724,120 724,120 25年度 26年度 27年度 761,451 761,451

活動指標の名
称

業務
計画 具体的な改善

内容

広域連携の
具体的な内

容

広域連携に関する
取組

可能性
の有無

経営改善による取
り組みの方向性

③
成
果

総
括
フ
ラ
グ

平成２５年度計画

教育総務課

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

事務事業名
（第2次実施計

画）

今後の事業展開・経営改善の方策

必要性
予
算
の
方
向
性

④
継
続
性

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量の達成状況
（第１次実施計画）

予算内訳（千円）

当該事務事業全体
の予算額
（合計）

活動

課かい名

施策目標 円滑に教育行政を進める

教育総務課

基礎情報

名称
目標値

指標・目標

活動指標の名称

決算内訳（千円）
対
象
（

顧
客
）

目標値
（第2次実施計画）

活動

活動

活動量・サービス量
事務事業の目的に対
する成果の状況

目標値
活動

実績値

目標値
（第１次実施計画）

平成２４年度評価

指標・目標

名称

事務事業の
目的・成果
（第１次実施計

画）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

事
業
№

24年度
の取組
に対す
る分析

実績

事務事業名
（第１次実施計

画）

事務事業 事後評価

当該事務事業全体
の決算額
（合計）

事業の指
標の達成
状況

活動ごとの
決算額

経
営
改
善
方
針
で

の
位
置
付
け
等

目標の定義

経営改善方針の重点事項に係る取組

事務事業の
目的・成果
（第２次実施
計画）

目標
（数値目標
等）

改善
時期
（年
度）

事業の
方向性

事
業
の
性
質
区
分

25 総

中学校の総合
的な学習の時
間に関するこ
と

・地域や学校、子
どもたちの実態に
応じて学校が特色
ある教育活動を行
うこと
・国際理解、情
報、環境など以前
からの教科をまた
ぐ課題に関する学
習を行うこと

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 3,917 １３校
各学校とも特色ある
教育活動を行ってい
る。

Ａ
中学校の総合的
な学習の時間に
関する事業

地域や学
校、子ども
たちの実態
に応じて学
校が特色あ
る教育活動
を行うこと
・国際理
解、情報、
環境など以
前からの教
科をまたぐ
課題に関す
る学習を行
うこと

通学す
る生徒

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 4,004 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

25

中学校の総合
的な学習の時
間に関するこ
と

　
中学校の総合
的な学習予算
の執行

整備校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

3,917
中学校の総合的
な学習の時間に
関する事業

中学校の総合
的な学習予算
の執行

実施校
中学校　
１３校

4,004
維
持

26 総
中学校の創意
工夫教育支援
事業

地域の特性や環境
に応じて教育活動
に取り組むこと

中学校

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 2,152 １３校

各学校とも地域の特
性や環境に応じた教
育活動に取り組んで
いる。

Ａ 中学校の創意工
夫教育支援事業

地域の特性
や環境に応
じて教育活
動に取り組
むこと

通学す
る生徒

定
例
定
型

中学校の数 １３校 １３校 １３校 2,372 未 高 高 高
現状維
持

な
し

なし
維
持

26
中学校の創意
工夫教育支援
事業

　
中学校の創意
工夫予算の執
行

実施校
中学校　
１３校

中学校　
１３校

2,152
中学校の創意工
夫教育支援事業

中学校の創意
工夫予算の執
行

実施校
中学校　
１３校

2,372
維
持

888 総
災害応急対策
活動

本市域に、地震
動・津波等に伴う
諸現象による同時
多発的災害が発生
した場合に、被害
を軽減し、応急対
策活動を部、課と
して迅速に対処す
る。

全市民
等

定
例
定
型

2,698
災害応急対策活
動

本市域に、
地震動・津
波等に伴う
諸現象によ
る同時多発
的災害が発
生した場合
に、被害を
軽減し、応
急対策活動
を部、課と
して迅速に
対処する。

市民

定
例
定
型

888
災害応急対策
活動

部の災害対策
活動の総括に
関すこと。

図上訓練及び
マニュアルの
検証及び見直
しの時期

９月及び
３月

９月及び
３月

災害応急対策活
動

部の災害対策
活動の総括に
関すこと。

図上訓練及
びマニュア
ルの検証及
び見直しの
時期

９月及び
３月

888
災害応急対策
活動

部内の連絡調
整及び庶務に
関すこと。
（災害等発生
時）

気象その他災
害に関する情
報を部内の該
当各班を招集
し連絡をす
る。

随時 ０回
災害応急対策活
動

部内の連絡調
整及び庶務に
関すこと。
（災害等発生
時）

気象その他
災害に関す
る情報を部
内の該当各
班を招集し
連絡をす
る。

随時

888
災害応急対策
活動

学校教育関係
施設の被害状
況調査のとり
まとめ及び被
害状況の把握
に関するこ
と。（災害等
発生時）

災害現地調査
の実施

随時 ０回
災害応急対策活
動

学校教育関係
施設の被害状
況調査のとり
まとめ及び被
害状況の把握
に関するこ
と。（災害等
発生時）

災害現地調
査の実施

随時

888
災害応急対策
活動

防災拠点施設
として学校の
使用並びに避
難所の開設及
び運営の協力
に関するこ
と。（災害等
発生時）

応急対策に必
要な職員を配
備（教育部職
員）

随時 ０回
災害応急対策活
動

防災拠点施設
として学校の
使用並びに避
難所の開設及
び運営の協力
に関するこ
と。（災害等
発生時）

応急対策に
必要な職員
を配備（教
育部職員）

随時

888
災害応急対策
活動

茅ヶ崎市内
小・中学校、
高校等の被害
状況の情報収
集及び情報提
供に関するこ
と。（災害等
発生時）

災害現地調査
と各施設への
情報伝達

随時 ０回
災害応急対策活
動

茅ヶ崎市内
小・中学校、
高校等の被害
状況の情報収
集及び情報提
供に関するこ
と。（災害等
発生時）

災害現地調
査と各施設
への情報伝
達

随時

888
災害応急対策
活動

本部との連絡
調整に関する
こと。（災害
等発生時）

復旧計画策定
会議への参加

随時 ０回
災害応急対策活
動

本部との連絡
調整に関する
こと。（災害
等発生時）

復旧計画策
定会議への
参加

随時

888
災害応急対策
活動

教職員用ヘル
メットの購入

対象校数 ３２校 ３２校 2,698

888 総 庁内共通事務 庁内共通事務

定
例
定
型

999 総 部内調整事務 部内調整事務

定
例
定
型


